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今回の弊社Grant Thornton Vietnam 

のニュースレターでは、以下の通り、新しい政

令および税務に関するガイダンスについての最

新情報をご案内させて頂きます。  

1.外国人労働者の社会保険加入を規定するDecr

ee 143/2018/ND-CP 

2.労働許可証発行に関する規定を改正するDecr

ee 140/2018/ND-CP 

3.国民教育制度に属する教育施設への寄付に関

するCircular 16/2018/TT-BGDDT 

4.ベトナム国内販売商品の仕入れ付加価値税額

残高を還付申請の対象となる輸出商品の仕入れ

付加価値税額へ加えてはならない 

5.輸出製品製造のための輸入物品で製造した製

品を外国顧客の指示により非EPE企業へ納品す

る見なし輸出の場合、輸入関税は免税されない 

6.割賦販売の顧客に代わって銀行へ支払う金利

に対するインボイス発行 

7.自社が直接製造した製品の小売りに際して外

国投資企業は許可が不要 

8.Google/Facebookでの広告は外国契約者税の

課税対象 

9.本店所在地以外の省での付加価値税申告 

 

内容 
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1.外国人労働者の社会保険加入を規定するDecree 143/2018/ND-CP 

ベトナムで働く外国人労働者に対する強制社会保険に関する社会保険法および労働安全衛生法の施行細

則を規定する2018年10月15日付け政令Decree 143/2018/ND-CP （以下“Decree 

143”）が発行されました。この政令は2018年12月1日から施行されます。 

Decree 143 

によれば、労働許可証、または、ベトナムの管轄当局が発行した専門職資格証明書もしくは専門職許可

証を持ち、かつ、在ベトナム雇用主と無期限労働契約、1年以上の期間の労働契約を持つ外国人は、ベ

トナムの強制社会保険へ加入しなければなりません。従って、1年未満の労働契約を締結した外国人は

社会保険料の納付義務免除対象になります。 

企業内移動または定年に達している外国人労働者の場合も社会保険料の納付義務免除対象になります。 

対象となる外国人労働者に対する強制社会保険料の導入ロードマップは、以下の通りとなります。 

2018年12月1日以降、企業は、疾病・産休基金へ3%を、労災・職業病保険基金へ0.5%を納付する必要

があります。 

2022年1月1日以降、年金・遺族年金基金に対して、企業は14%、外国人労働者は8%を納付する必要が

あります。 
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2.労働許可証発行に関する規定を改正するDecr

ee 140/2018/ND-CP 

労働・傷病兵・社会省の国家管理範囲に属する

投資営業条件および行政手続きに関連する政令

を改正する2018年10月8日付け政令Decree 

140/2018/ND-CP （以下“Decree 

140”）が発行されました。 

Decree 

140で留意すべき改正点の一つは、Decree 

11/2016/ND-

CPで規定されていたベトナムで働く外国人に対

する労働許可証の発行条件・手続きに関連する

規定の改正です。具体的には、以下の通りです

。 

 

 

 

 

- 外国人労働者の使用ニーズ確認を実施する

必要がない場合として、国際機関、非政府

組織の在ベトナムの駐在員事務所、プロジ

ェクトの代表者の場合を追加しています。 

- 労働許可証の発行対象に該当しない場合と

して、商業施設の設立責任を負う外国人が

追加されました。 

- 外国人に対する労働許可証の申請書類提出

から発行までの期間が、7営業日から5営業

日に短縮されました。 

 

3.国民教育制度に属する教育施設への寄付に関す

るCircular 16/2018/TT-BGDDT 

 

 

国民教育制度に属する教育施設への寄付に関する

ガイダンスとなる2018年8月3日付け Circular 

16/2018/TT-BGDDT （以下“Circular 

16”）が財政省から発行されました。Circular 16 

は、2018年9月18日から施行され、教育施設への

寄付に関する2012年9月10日付け教育訓練省Circ

ular 29/2012/TT-BGDDTは廃止されます。 

Circular 

16で注意に値する点の一つは、建設工事による寄

付や非物質的形態での寄付のように教育施設への

寄付の形態が拡大されていることです。 

このガイダンスにある教育施設への寄付に関する

規定は、寄付金が損金として認められるか否かを

判断する際に参照することになります。 
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4.ベトナム国内販売商品の仕入れ

付加価値税額残高を還付申請の対

象となる輸出商品の仕入れ付加価

値税額へ加えてはならない 

 

 

 

輸出製品に関わる付加価値税還

付に関する2018年10月9日付け

Official Letter 3842/TCT-

KKが税務総局から発行されまし

た。 

ベトナム国内販売と同時に輸出

販売もある場合、国内での売上

げ付加価値税額は、輸出商品・

サービスの仕入れ付加価値税額

と相殺することができます。国

内で販売した商品・サービスの

売上げ付加価値税額と相殺した

後の輸出商品・サービスの仕入

れ付加価値税額残高が3億VND

以上となる場合、 

 

この税額について還付申請を行

うことができます。但し、 

輸出商品・サービスの売上高の

10％が還付額の上限となります

。 

国内販売商品の仕入れ付加価値

税額残高、および、別の省で支

払った仕入れ付加価値税額残高

が生じた場合、当該残高を輸出

商品・サービスの仕入れ付加価

値税額に加えて輸出の場合とし

ての還付申請をすることはでき

ません。但し、国内販売に関わ

る仕入れ付加価値税額残高は翌

期へ繰越すことができます。 

 

5.輸出製品製造のための輸入物品

で製造した製品を外国顧客の指示

により非EPE企業へ納品する見な

し輸出の場合、輸入関税は免税さ

れない 

輸出製品製造のための輸入物品に

対する輸入関税の取り扱いに関す

る2018年10月5日付けOfficial 

Letter 5826/TCHQ-

TXNKが税関総局から発行されま

した。 

このガイダンスによれば、非EPE

企業が製造した製品をEPE企業（

輸出加工区内に所在しないが、輸

出入関税法第4条第1項の非関税区

に関する規定を満たしている企業

） 

へ販売した場合も、輸入材料

の輸入関税について免税（輸

出製品製造のために物品を輸

出する場合）、または、還付

（国内販売のための輸入物品

について輸入関税を納付した

が、輸出製品の製造へと投入

した場合）の措置を受けるこ

とができます。 

但し、非EPE企業が、外国顧

客のために製造した製品を、

当該外国顧客が指定する在ベ

トナム企業へ納品する見なし

輸出の場合には、輸出製品製

造のための輸入材料・資材に

関わる輸入関税の免税は受け

られません。 

 

 

これによれば、輸出製品製造

のための輸入材料・資材の輸

入関税免税を受けた企業が、

外国顧客の指示により見なし

輸出の形態で製品を輸出した

場合、規定に従い、税関当局

による見なし関税、延滞金利

、および、行政違反の罰則を

受けることになります。 
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6.割賦販売の顧客に代わって銀行

へ支払う金利に対するインボイス

発行 

顧客への販売信用に伴う金利を顧

客に代わって支払うパートナー会

社への銀行からのインボイス発行

に関するガイダンスとして、2018

年6月12日付けOfficial Letter 

2331/TCT-

DNLが税務総局から発行されまし

た。このガイダンスによれば、銀

行が提携している会社が、金利0

%の割賦販売キャンペーンを実施

して、割賦販売取引の金利を顧客

（当該銀行のクレジットカード所

有者であり、かつ、銀行提携会社

による割賦販売キャンペーンに参

加した顧客）に代わって銀行へ支

払う場合、 

 

当該提携会社側が上述の支払い金利

を金利費用として記帳するための証

憑となるインボイスを銀行が発行す

る必要があります。 

7.自社が直接製造した製品の小売

りに際して外国投資企業は許可が

不要 

外国投資企業が直接に製造し

た製品の小売りに関するガイ

ダンスとして2018年7月10日

付けOfficial Letter 5447/BCT-

KHが工商省から発行されまし

た。 

 

工商省によれば、届出した投資プ

ロジェクトにより外国投資企業が

直接に製造した製品をベトナム市

場で卸売り、小売りすることは、

外国投資企業が持つ製造製品を販

売する権利であり、Decree 09/20

18/ND-CP 

の適用範囲には含まれません。 

これによれば、外国投資企業は、

Decree 09/2018/ND-

CPの規定に基づく営業許可証ま

たは小売り拠点設立許可証の申請

手続きを行う必要はありません。 

但し、条件付きで許可となる製造

・販売分野に該当する商品につい

ては、専門分野の法令規定に基づ

いて製造・販売の条件を満たす必

要があります。 

 

 

8.Google/Facebookでの広告は外

国契約者税の課税対象 

Google/Facebookの広告活動に対す

る外国契約者税に関するガイダンス

として2018年8月15日付けOfficial 

Letter 3149/TCT-

CSが税務総局から発行されました

。このガイダンスによれば、 

 

 

 

Google、Facebook（外国契約

者）が、Googleまたは 

Facebookでの広告サービスを提

供する契約をベトナム企業（ベ

トナム側）と締結して、ベトナ

ム源泉所得が発生する場合、 

Google、Facebookは、ベトナ

ムでの外国契約者税（付加価値

税、法人所得税）の納税者に該

当します。サービス費用の決済

前に、ベトナム側は、法定の規

定に従い、Googleまたは 

Facebookに代わって付加価値税

および法人所得税からなる外国

契約者税の控除、申告・納税を

行う責任を負います。 

 

インターネット上での広告費

用は、製造販売活動に資する

目的であり、会社の社名、住

所、税務コードが記載された

適法なインボイス・証憑、お

よび、付加価値税法の規定に

よる決済証憑があれば、法人

所得税の計算において損金参

入が認められます。 

外国側がインボイスを発行し

ない場合には、記帳の根拠と

して外国契約者税の申告書お

よび納税証憑を提示できるよ

うにしておく必要があること

にご留意下さい。 

 

https://luatvietnam.net/vbpl/88763/dau-tu-nuoc-ngoai/dieu-kien-kinh-doanh-xnk-va-phan-phoi-cua-doanh-nghiep-fdi-tu-2018-.html
https://luatvietnam.net/vbpl/88763/dau-tu-nuoc-ngoai/dieu-kien-kinh-doanh-xnk-va-phan-phoi-cua-doanh-nghiep-fdi-tu-2018-.html
https://luatvietnam.net/vbpl/88763/dau-tu-nuoc-ngoai/dieu-kien-kinh-doanh-xnk-va-phan-phoi-cua-doanh-nghiep-fdi-tu-2018-.html
https://luatvietnam.net/vbpl/88763/dau-tu-nuoc-ngoai/dieu-kien-kinh-doanh-xnk-va-phan-phoi-cua-doanh-nghiep-fdi-tu-2018-.html
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9.本店所在地以外の省での付加価値税申告 

本店外の省での建設活動に関わる付加価値税の申告を当該省で行わず本店での申告に含めてし

まった場合に関するガイダンスとして2018年9月18日付けOfficial Letter 3527/TCT-

KKが税務総局から発行されました。 

これによれば、当該企業および建設活動が行われた省の税務局に対して、当該企業による付加

価値税申告が規定に従っていなかったことを通知するよう管轄税務当局へ指導しています。同

時に、本来は建設活動が行われた省で納付すべきであったが本店所在地で納付した付加価値税

額を、本来の省での納税義務を履行するために振替えするよう依頼書を出すよう当該企業へ要

請しています。但し、振替えする税額は本店所在地での納付付加価値税額を超えないとする原

則を守る必要があります。 
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Contact 

このニュースレターは、情報提供のみを目的として作成しております。不正確または不完全な情報、ま

たは、Grant Thornton Vietnam 

の正式な事前アドバイスなく、これら情報の利用から発生した損額について、 Grant Thornton Vietnam 

は責任を負いません。 今回のニュースレターの情報を利用する必要がある場合、Grant Thornton 

Vietnam からご支援が必要な場合、弊社の専門家へご連絡下さい。  
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